CSC認証業務契約書

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（以下「甲」という。）と、株式会社コスモス・コーポレイション（以下「乙」という。）は、乙が行うCSC認証業務に関し、次のとおり基本となる契約を締結する。
（用語の定義）
第１条　　本契約に関する基本的な用語の定義は、次のとおりとする。
（１）  CSC認証

乙がスキームオーナーであるCSC認証スキームによる製品に関する認証業務。

（２）  認定機関

マネジメントシステム認証等の国際相互承認協定（IAF(International Accreditation Forum)  MLA（Multilateral Recognition Arrangement）)の下、CSC認証に関して乙が「ISO/IEC 17065　適合性評価－製品、プロセス及びサービスの認証を行う機関に対する要求事項」に適合していることを審査し、認定した機関。

（３）　申請者

乙に対して、製品要求事項を含む認証要求事項が満たされていることを確実にする責任をもつ者。認証取得者。
（４）　登録工場
認証製品の製造又は組み立てを行う、認証に係る工場又は事業場。
（５）　認証要求事項

認証を確立又は維持する条件として申請者が満たす要求事項で、製品要求事項を含む。

（６）　製品要求事項

乙が特定した規格又はその他の規準文書で規定される、製品に直接的に関連する要求事項。

（認証審査）
第２条　　乙は、申請者より提出された申請内容について、製品審査：甲より提供される製品サンプルの適合性評価、及び工場審査：登録工場が認証製品と同じ製品を安定して製造できるシステムを有していることを確認する評価を実施し、認証要求事項に適合している場合に認証書を発行する。
（認証維持審査）

第３条　　乙は、認証製品に対して認証維持審査（５年毎の製品審査及び１年毎の工場審査）を実施する。
２  甲は、乙から技術基準（技術基準の解釈を含む）の改正等、認証要求事項の変更について通知を受けたときは、当該通知に従って適切な処置を実施する。

（甲の遵守事項）
第４条　　甲は、下記の事項に同意する。
（１）　乙が認証業務のために必要とし要求する全ての情報を提供する。

（２）　乙に提供した情報はいずれも完全かつ正確であり、乙が製品について検査、評価する際に、当該情報に依拠できることを表明し、保証する。

（３） 認証製品は、製品要求事項を継続的に満たす。
（４）　乙から、新しい認証要求事項又は改訂された認証要求事項を導入する旨の通知を受けたときの適切な変更の実施を含め、常に認証要求事項を満たす。
（５）　次の事項に必要なすべての手配を行うことに同意する。
①　登録工場における工場審査の実施。これには、文書及び記録の調査、並びに関連する機器・設備、場所、区域、要員及び甲の下請負業者へのアクセスを含む。
②　乙が要求した場合の苦情の調査
③　乙からのオブザーバーの参加
（６）　乙が与えた認証範囲と整合した、認証に関する表明を行う。
（７）　乙の評価を損なう認証の使い方をせず、また、誤解を招く又は認証の範囲を逸脱すると乙がみなす表明を行わない。乙が甲による認証の使用・表明が誤解を招く又は当該認証の範囲を逸脱すると判断した場合、乙は、甲による当該認証の使用・表明の中止、是正の請求、違反の公表ができる。
（８）　認証の一時停止、取消し又は終了の場合、製品認証に言及している全ての宣伝・広告物の使用を中止し、乙の要求に従って認証書の返却その他必要な処置をとる。
（９）　認証書の写しを他者に提供する場合、認証書の全部を複写する。
（１０）　文書、パンフレット、宣伝・広告物等の媒体で認証について言及する場合、乙の要求事項に従う。
（１１）　CSC認証マークの使用及び製品に関する情報についての全ての要求事項に従う。

（１２）　苦情に対する手順を文書化し、認証要求事項への適合性に関するすべての苦情の記録を残し、乙の要請に応じて、これらの記録が利用できるようにする。また、次の事項を行う。
①　苦情、及び認証要求事項への適合性に影響を与えると判明した製品の不備に関して、適切な処置をとる。
②　前号でとった処置を文書化する。
（１３）　次の事項に該当する変更を行った場合、事前に乙にその旨を通知する。
①　認証製品の技術基準適合性に関連する変更内容(製品仕様・定格または部品変更等)
②　認証済登録モデルの登録内容変更
③　認証済登録モデルを取り消す場合

④　モデルを追加する場合
⑤　登録工場の申請内容の変更(追加、移転、地番表示変更又は取消し）
（１４）　次の事項に該当する変更を行った場合、遅滞なく乙にその旨を通知する。
①　申請者（認証取得者）の法律上、商業上、組織上の地位又は所有権の変更

②　申請者（認証取得者）の組織及び経営層（例えば、主要な管理層、意思決定又は専門業務に携わる要員）の変更

③　申請者（認証取得者）の連絡先

④　品質マネジメントシステムの重大な変更

（１５）　乙が申請者の場所（申請された又は認証を取得した製造工場を含む）で実施する適合性評価活動を審査するために、要請に応じて認定機関及び認定機関が指名する者にアクセスを与える。
（CSC認証マークの使用条件）
第５条　　甲は、CSC認証システム説明書付属書1及び2に基づき、CSC認証マークを使用する。

（認証の公表）

第６条　　乙は、認証製品の認証取得者、製品名、型番等の登録情報について、出版物、電子媒体又はその他の手段を用いて公表することができる。

２　　甲が前項の公表を希望しない旨を乙に文書で通知したときは、甲及び乙は協議のうえ公表方法を決定する。ただし、公表をしない場合であっても、甲の取得した認証の有効性に関する問い合わせがあった場合には、乙は認証の有効性に関する情報を提供する。
（認証の一時停止）
第７条　　乙は、認証製品に関し次の事実を検出した場合、認証に対する一時停止手続きの他、不適合製品を除　くための認証範囲の縮小、認証継続への条件付与（例　サーベイランスの回数を増やす。）を行うことができる。
①  認証製品における基準不適合を検出した場合、又はその可能性を示唆する事象を検出した場合

②  認証製品における基準不適合の可能性を示唆する事象について通報を受けた場合

③  認証製品の登録工場における品質システムの方法が、品質システムへの適合を維持しないに至ったことが認められた場合、又はその可能性を示唆する事象を検出した場合

④  その他、認証業務契約に違反する場合

　　　２　　乙は、認証に対する一時停止を決定した場合、甲に対し認証停止通知書を送付する。
　　　３　　甲は、必要な是正処置を講じ、指定の期間までに乙に報告する。
　　　４　　乙は、甲による是正内容の有効性が確認された場合、認証停止解除通知を送付し一時停止解除を

通知する。
（認証の取消し）
第８条　　乙は、認証製品に関し、次の事実を検出した場合、当該認証の取消しを行うことができる。
①　認証製品が規格・基準に適合しないとき
②　認証製品の登録工場における品質システムが規定する基準に適合しない場合であって、その内容が認証に係る製品が規格、基準に適合しなくなるおそれのあるとき、その他重大なものであるとき
③　認証マークの誤用があったとき

④　取得者が認証維持審査に応じない場合

⑤　認証取得者が乙に対する債務決済を支払い期日までに履行できないとき

⑥　認証取得者が認証契約に違反したとき
⑦　規格、基準に適合しない場合であって、その是正処置有効期間内に認証取得者が認証に係る製品等、又はその包装、容器若しくは送り状に認証マーク及び紛らわしい表示をしたとき

⑧　規格、基準に適合しない場合であって、その是正処置有効期間内に認証取得者がその保有する認証マーク及び紛らわしい表示をして、規格、基準に適合していないものを出荷したとき
⑨　認証取得者より認証の取消しの申し入れがあったとき

２　　乙は、取消しの事由に応じて、以下の予告期間を設けるものとする。

	【取消し事由】
	【予告期間の日数】

	①　前項⑨の事由による場合
	乙が定めるとおり

	②　前項①～③の事由による場合
	取消しの通知日より４週間

	③　前項④～⑧の事由による場合
	予告期間なし


３　　乙は、甲に対し認証の取消しを行った場合、以下の処置を行い、甲は乙の要求事項に従う。

①　認証取得者の取消しに係わる情報の公表
②　認証書の回収
③　当該製品からの認証マークの表示の除去又は抹消の要求
④　認証を引用しているすべての宣伝及び広告の中止の要求
（異議申立て）
第９条　　甲は、乙の認証の決定事項に対し、異議申立てをする場合、決定事項の再考を求める要請を、異議申立ての理由と共に書面で乙に送るものとする。
２　　乙は、文書で異議申立てを受領し、乙の認証活動に関連するものかどうかを確認し、関連があれば、異議申立てを受理し、申立人に通知する。

３　　乙は、異議申立てに関する処置の結果及び終了を甲に対し通知する。
（認証業務の外部委託）

第１０条　乙は、甲の書面による同意に基づき、認証業務の製品審査を、ISO/IEC 17025の該当する要求事項を満たす外部の試験所に委託することができるものとする。

（支払条件）
第１１条　甲は、認証書発行の有無にかかわらず、乙が料金規定に基づき請求する製品認証に係る手数料を乙が指定する期日までに遅滞なく納付しなければならない。
（賠償責任等）

第１２条　認証業務に関連するすべての損害に対する乙の責任は、現実に発生した通常かつ直接の損害に対し、個別契約のもとで要求される製品認証に係る手数料を上限とする。ただし、死亡又は身体的損傷に起因する損害賠償に対する責任は、上記と同様の直接の損害に対し、乙が加入している損害保険の支払い限度額を上限とする。
２　　乙は、甲の逸失利益、将来の営業損失、生産の損失、製品の回収若しくは改修で被った損失、又は乙による認証の一時停止若しくは取消しに起因して発生した損失を含め、認証に起因する甲の間接又は結果損害に係るすべての費用について責任を負わない。

３　　乙は、甲が、認証製品の回収、製品事故等に起因する債務に適切な備えを持つことを確認する権利を有する。
４　　本条第１項及び第２項の規定は、乙の故意又は重過失により生じた相当因果関係のある損害については適用しない。

（守秘義務）
第１３条　乙は、認証業務を通じて知り得た甲の秘密情報を認証のために使用するものとし、第三者に対し開示又は漏洩をしてならない。ただし、次のいずれかに該当する情報は除くものとする。

（１）　乙が甲から開示を受けた際に公知の情報

（２）　乙が甲から開示を受けた後、乙の過失又は本契約の違反によることなく公知となった情報

（３）　甲から開示を受ける前に乙が自ら知り得ていた情報

（４）　乙が甲とは無関係の情報源から適法に得た情報

（５）　乙が開示された情報と無関係に独自に開発した情報

２　　本条第１項本文は、下記各号の場合には適用しない。

（１）　甲の書面による承諾があるとき

（２）　第４条（７）、第６条又は第８条第３項の規定により、公表する場合

（３）　乙が、事業に係る外部審査等を受ける際に、審査機関に対し業務記録等を審査資料として開示する場合で、当該審査機関が守秘義務を有することを乙が確認したとき

（４）　法令により乙が業務記録等の開示を義務付けられているとき

（５）　裁判所又は政府機関により、乙が業務記録等の開示を命じられたとき（ただし、開示が義務でないときには、乙は、甲に対し事前に開示について同意を得るものとする。）

（６）　弁護士、公認会計士、税理士等の専門家（ただし、法律により秘密保持義務が定められている者に限る。）の意見を求めるために、乙が業務記録等を開示する必要があるとき
３　　乙は、甲から知り得た秘密情報を業務の記録とともに保存し、認証の終了又は取消し後１０年間、適切に保管するものとする。
（反社会的勢力の排除）
第１４条　甲及び乙は互いに、暴力団、暴力団員、暴力団準構成員、暴力団関係企業、総会屋、社会運動等標榜ゴロ、特殊知能暴力集団、反社会的勢力共生者、その他これらに準ずる者に該当しないこと、かつ、将来に渡っても何ら関わりを持たないことを確約する。
２　　相手方が前項に違反した場合、甲又は乙は催告等の手続をすることなく、相手方とのすべての契約の全部又は一部を解除することができる。
（不可抗力免責）

第１５条　天変地異その他不可抗力を原因として乙の本契約及び個別契約における義務の遂行が不可能又は著しく困難となったとき、本契約及び個別契約は終了する。
（契約の解除）

第１６条　甲は、書面で通知することにより、本契約を解除することができる。この場合、本契約は書面による通知が乙に到達した日の３０日後に終了する。

２  乙は、甲に次の各号の一に該当する事由が生じたときは、本契約を解除することができる。

（１）　故意又は重過失により認証製品以外のものに認証マークを表示して出荷又は流通段階に置いたとき

（２）　認証の取消しを受け、又は認証が効力を失ったにもかかわらず認証マークの使用を継続したとき

（３）　本契約の条項に違反し、乙の催告にもかかわらずその違反を是正しなかったとき

（４）　乙の請求書を受け取った日から起算して６０日以上手数料及び費用の支払いを遅延したとき

（５）　乙との間の信頼関係を破壊する行為があったとき
（６）　手形若しくは小切手が不渡りとなったとき、差押え、仮差押え、仮処分、競売の申立若しくは租税滞納処分があったとき、破産手続開始、民事再生手続開始、会社更生手続開始若しくはその他倒産手続開始の申立があったとき、又は解散若しくは清算し若しくはしようとしたとき
（契約解除又は終了に伴う処置）

第１７条　第１４条乃至第１６条の規定により本契約が解除又は終了したときは、甲は、認証マークを使用してはならず、また、乙の要求に従い、製品認証に言及している全ての宣伝・広告物の使用の中止、認証書の返却等必要な処置を行なわなければならない。
２  第12条、第13条、その他本契約が解除又は終了となった後もその性質上残存すべき条項は、本契約の解除又は終了後も効力を有する。
（認証の有効期間）

第１８条　本契約に基づきなされた認証の有効期間は、認証から第８条の規定により認証の取消しとなるまでの間とする。ただし、本契約が解除その他の事由により終了したときは、その時までとする。

（旧契約との関係）

第１９条　本契約の締結に伴い本契約締結前に甲乙間で締結された製品認証に関する契約が存在する場合（以下「旧契約」という。）、旧契約の定めは失効する。

２　　本契約は旧契約に基づき成立した個別契約にも適用される。
（契約書の改訂）

第２０条　乙は、認証要求事項の変更に応じて、本契約書を改訂することができる。その際には、乙は改訂された契約書を甲に送付し、甲との間で契約による取決めを行う。
（管轄裁判所等）

第２１条　本契約および本契約に基づく個別契約に関し裁判上の紛争が生じたときは、津地方裁判所を第一審の専属的合意管轄裁判所とする。本契約の解釈は日本国の法律によって行い、製造及び販売業者の拠点や適合性審査が行われる場所にかかわらず、これに沿って解釈されなければならない。

以上、本契約を証するために、本書２通を作成し、甲、乙各自記名捺印のうえその１通を保有する。

日付：　　　　　　年　　　　月　　　　日
甲：　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　乙：

	住　所
	三重県度会郡度会町大野木３５７１番地２

	会社名
	株式会社コスモス・コーポレイション

	代表者名


	代表取締役
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